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≪岐阜県充電インフラ補助説明会≫ 

 

次世代自動車充電インフラ整備促進事業 
補助制度について 

２０１４年３月２０日 
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１．事業の概要について 

・目的： この補助金制度は、次世代自動車用充電整備の設置に関する補助等の事業を行うことにより、 
     設備投資等を喚起するとともに、次世代自動車のさらなる普及を促進し、日本経済の下支えを 
     図ることを目的とします。 
・補助対象/補助率 ：以下の４つの事業区分に応じて、新たに充電整備を購入・設置を行う方に対し 
     て、補助金が交付されます。補助金の予算は、１,００５億円。     

事業名 概要 補助対象 補助率 

第１の事業 
自治体等が策定する充電器設置のた
めのビジョン（注１）に基づき、かつ公共
性を有する（注２）充電設備の設置 

充電器の購入費および設置工
事費 

２/３ 

第２の事業 
ビジョンには基づかないものの、公共性
を有する（注２）充電設備の設置 

充電器の購入費および設置工
事費 

１/２ 
第３の事業 

共同住宅の駐車場および月極め駐車
場等へ設置する充電設備の設置 

充電器の購入費および設置工
事費 

第４の事業 上記以外の充電設備の設置 充電器の購入費 

（注１）都道府県及び高速道路会社が、電気自動車やプラグインハイブリッド自動車に必要な充電設備を
計画的に配備するために適切な設置場所、充電器の種類と基数又は箇所数を示した、次世代自動車
振興センター（以下「センター」という）が認めたものです。 
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（注２）公共性：第１の事業、第２の事業 は必須 
 
公共性とは、              
①充電設備が公道に面した入口から誰もが自由に入れる場所で 
  あること。 
  
②充電設備の利用を他のサービス（飲食等）、物品の購入を条件 
  としないこと（駐車料金の徴収は可）。   
 

③利用者を限定しないこと（会員制等としていても、その場で充電 
  器利用料金を払う方法等で充電器を利用できる場合は、条件 
  を満たすものとする）。 
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１．事業の概要について 



１）募集期間 ： 平成２５年３月１９日（火）～平成２７年２月２７日（センター必着。消印有効ではありません。） 
   ＊申請の合計額が予算額に達した場合、補助事業期間内であっても受付を終了します。 
   ＊補助対象者は、地方公共団体、法人（国の独立行政法人は除く）、個人です。 

２）申請から補助金交付までの流れ 

１．事業の概要（申請から補助金交付までの流れ） 
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① ② ③ 

① 第1の事業では、申請前に自治体等に対して申請がビジョンの要件を満たしているかの確認を行い、管理Noを得た 
   後の申請となります。 
② 交付決定通知は、原則として申請書類一式がセンターに到着した日の翌月末となります。但し、申請書不備などに 
  より審査に時間を要するものはこの限りでありません。 
③ 第１～第３の事業の設置工事着工は、交付決定通知の発行日以降に行ってください。第４の事業の工事完了 
  （設備検収終了、全額支払い完了）は、交付決定通知の発行日以降としてください。 
④ 実績報告書類一式は設置工事完了日、又は補助対象経費の支払完了日のいずれか遅い日から３０日以内   
   （但し、第1・２・４の事業は平成２７年１０月３０日まで、第3の事業は平成2９年4月２８日まで）に提出する必 
   要があります。   

④ 
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・補助対象となる充電器は、①急速充電器、②普通充電器（注）で、メーカーからの申請 
  に基づき事前にセンターで審査・承認された充電器が補助対象となります。    
 注）普通充電設備には、機械式駐車場に設置されるものに限り、充電用コンセントが含 
    まれます。 

１）補助対象となる充電器 

２．充電器と補助金額について 

①急速充電器 ②普通充電器 充電用コンセント 

ケーブル付 

コンセント 
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【申請の手引き】 
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普通充電器 急速充電器 

購入費 ３０万円～２００万円 ８０万円～６００万円 

設置工事費 ２０万円～１００万円 １００万円～７００万円 

出 力 １０ｋＷ未満 １０ｋＷ～５０ｋＷ 

充電時間 ４．５時間～８時間 １５分～３０分 

ランニング 
コスト（電気代） 

電力基本料金が上がるこ
とが予想される。 

充電器を設置する
施設の例 

 

マンション、月極駐車場、ホ
テル・旅館、遊園地、観光地
など 

ガソリンスタンド、高速道
路ＳＡ、道の駅、レストラン 
など 

２．充電器と補助金額について 



２） 充電器の補助金額について 

充電器の 
補助金額 

以下の①、②のいずれか、低い方 

 ①充電器の購入費（消費税抜き）×補助率 
  （２／３又は１／２） 

 ②充電器の充電設備銘柄ごとに定める 
   補助上限額  
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２．充電器と補助金額について 



・補助対象となる設置工事項目と工事内容は、以下のとおりです。下記工事内容の内、充電設備の設置に必要    
 な工事に係る経費が補助対象となります。なお、他用途に利用するための設置工事費は、補助対象外となります。 

補助対象設置工事項目 工事内容 

 ①高圧受変電設備 

１）高圧受変電設備の交換・増設・新設 （注４） 

２）高圧受変電設備に係る基礎・アンカーボルト等工事費 

３）前記①～②の機器の搬入・据付 
４）前記設置に係る人件費 

 ②電気配線 

１）分電盤（注５） 

２）急速充電器用手元開閉器 

３）電源線（注５） 

４）接地（アース線） 

５）前記①～④の電気配線に係る必要部材 

６）前記①～④の電気配線に係る諸工事費 

７）前記①～④の機器の搬入・裾付 

８）前記設置に係る人件費 

 ③電力供給対応 
電柱・柱上トランス・電線等の設置に係る費用  
  （特別措置対応：電力会社への支払い） 

（注４） 新たに建設予定の建物や駐車場等で、当該施設全体への電力供給を担う高圧受変電設備を設計変更して、充電設 
     備を設置する場合、当該高圧受変電設備は、補助対象外となります。 
（注５） 新たに建設予定の建物や駐車場等で、当該施設の一般設備への電力供給を担う分電盤を設計変更して、充電設備を 
     設置する場合には、当該分電盤、及びそれに伴う幹線の変更は、補助対象外となります 
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３．設置工事と補助金額について  【申請の手引き別冊 ２５～２７ページ】 



補助対象設置工事項目 工事内容 

④充電器本体据付 

１）充電器据付に係る掘削・基礎・アンカーボルト・ 壁補強及び支柱設置等の諸工事費 

２）前記１）の機器の搬入・据付 

３）前記１）～２）に係る必要部材 

４）前記設置に係る人件費 

⑤充電スペース整備 
 
 

１）既存路盤撤去・処分費・及び路盤再整備費  

２）ライン引き費 

３）前記１）～２）の整備に係る重機及び機材費 

４）前記整備に係る人件費 

⑥付帯設備 
 

１）設置場所案内板 ： 第１の事業、第２の事業は必須 

２）路面標示 

３）屋根又は小屋  

４）予備用コンセント 

５）充電器防護用ポール 

６）電灯 

７）前記１）～６）の付帯整備設置に係る基礎・アンカーボルト・壁補強及び支柱設置等の諸工
事費 

８）前記１）～７）の機器の搬入・裾付 

９）前記設置に係る人件費 

⑦その他工事に係る 
   費用 

１）寒冷及び塩害対策に係る費用 

２）養生・廃棄物処理・既存物移動に係る費用 

３）現場管理費 

４）雑材消耗品費 

５）設置時の停電回避に係る費用 

６）設計に係る費用 

７）前記１）～６）に係る人件費 
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３．設置工事と補助金額について  【申請の手引き別冊 ２５～２７ページ】 



参考） 付帯設備について 

付帯設備 事 例 

１．設置場所案内板 
 
 第1の事業、第2の事業は  
 必須の付帯設備です。 
  

２．路面表示 
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東京電力様が  
登録する商標 



付帯設備 事 例 

３．屋根、または小屋 
 
  小屋については、豪雪、 
  火山灰等から 充電設備を  
  保護する必要のある場合に    
  対象となります。 
  （センターで審査による判断） 
   

４．予備用コンセント 
 
  コンセントはセンター指定 
   仕様のみ。 
   特別措置での契約時には 
   運用に制約あり。 
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参考） 付帯設備について 



付帯設備 事 例 

５．充電器防護用ポール 
   
  急速充電器は消防法にて 
  設置義務あり。 

６．電灯 
 
  充電器を照らすことを   
   目的に補助の対象。 
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参考） 付帯設備について 
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事業の種類 
第１の事業 

（補助率２／３） 
第２の事業及び第３の事業 

（補助率１／２） 

工事区分 
急速充電設備 
設置工事（注１） 

普通充電設
備設置工事 

特別な仕様に
基づく工事(注2) 

急速充電設
備設置工事 

普通充電設
備設置工事 

特別な仕様に
基づく工事(注2) 

工
事
項
目 

①高圧受変電 
  設備 

1,330,000 1,330,000 14,000,000 1,000,000 1,000,000 10,500,000 

②電気配線 1,660,000 1,000,000 6,200,000 1,250,000 750,000 4,650,000 

③電力供給 
  対応 

800,000 適用外 800,000 600,000 適用外 600,000 

④充電器本体 
  据付 

400,000 130,000 400,000 300,000 100,000 300,000 

⑤充電スペー 
  ス整備 

1,330,000 1,330,000 1,660,000 1,000,000 1,000,000 1,250,000 

⑥付帯設備 2,230,000 2,230,000 2,830,000 1,670,000 1,670,000 2,120,000 

⑦その他工事 
  に係る費用 

2,000,000 2,000,000 2,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 

工事区分に応じた 
補助上限額 

7,630,000 6,690,000 25,430,000 5,720,000 5,020,000 19,070,000 

（注１）一つの工事において、急速充電設備と普通充電設備を同時に設置する場合は、急速充電設備設置工事の上限額を適用。 
（注２）特別な仕様に基づく工事とは、当該設置場所を管轄する国・自治体等が充電設備について特別に適用を指示する規格 
    及び仕様に基づいて工事を行う必要がある場合で、特にセンターが認める工事をいう。（空港、高速、フェリー、文化 
    遺産等を想定） 

３．設置工事と補助金額について  

 ● 工事項目及び工事区分に応じた補助上限額  

【申請の手引き ７８ページ】 



補助金額について 

 ・金額は「消費税抜き」となります。１万円未満は切り捨てとなります。 

算出方法 以下の エとオ のいずれか低い方 

ア 補助対象設置工事項目の設置工事費 × 補助率（２/３または１/２） 

イ 補助対象設置工事項目①～⑦ごとに定める補助上限額 

ウ アとイのいずれか低い方を、「工事項目別補助金額」とする。 

エ ウで算出された ①～⑦の「工事項目別補助金額」の合計金額 

オ 工事全体に対して「事業の種類」毎に定める工事区分（注３）に応じた補助
上限額 
（注３）：１．急速充電設備、２．普通充電設備、３．特別な仕様に基づく工事の３つの区分 
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３．設置工事と補助金額について  
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●事業区分毎の申請件数の割合 

４．申請状況 

課題：第３の事業での申請の推進 
  EVやPHVの普及のためには、 
  基礎充電である第３の事業での充電 
  インフラ設置の普及促進が重要 

第１の事業（約３５％） 

第３の事業（約１％） 

第２の事業（約２％） 

第４の事業（約６２％） 
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４．申請状況 

車両ディーラ（４５％） 

公共施設（自治体
所有施設）９％ 

道の駅（７％） 

車関係（駐車場・整備
工場など） １４％ 

自治体庁舎（５％） 

ショピングセンター（４％） 

その他（宿泊施設他１６％） 

自治体ビジョン付与 設置場所区分の件数割合 

●第1の事業の状況  
 

自治体
２１％ 

（全体：３,５８３件） 
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審査について 

・ 申請者様が応募要件を満たしているか？ 
 
・ 申請書類がそろっているか？内容が妥当であるか？ 
 
・ 交付規程等に基づき、「適正」な申請が行われているか？ 
   
  ＞機器：センターにて事前の承認を得た機器で申請されているか？ 
  ＞工事：電気配線の妥当性 
       （充電設備・付帯設備を稼働させるための配線であるかどうか？） 
  ＞金額：補助費目に適合した内容であるか？ 

＞申請前に申請者が終了しておくべき事項（センターの審査対象外の事項） 

・設置に関する「（騒音防止条例等）法規適合性の確認」、「安全性の確保」等 
・土地所有者との使用権限の確認等 
・消防署（火災予防条例適合性等）・電力会社との調整等 

＊終了していることをセンターが確認する場合があります。 

５．申請書類作成上の留意点 
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 申請に必要な書類の提出状況 

５．申請書類作成上の留意点 



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
交付申請書 

共同申請書（様式０２） 

「特別な仕様に基づく工事」 

事由書 

見積書（様式０４） 

見積書（様式０４別紙） 

設置工事業者提出の見積書 

要部写真 

平面図 

設置場所見取図 

電気系統図 

高圧受電設備の仕様書 

分電盤の仕様書 

配線ルート図 

電力供給対応にかかる請求書 

「特別な仕様に基
づく工事」事由書 

共同申請書 
（様式０２） 

見積書 
（様式０４別紙） 

設置工事者提出 
の見積書 

見積書 
（様式０４） 

③要部写真 

①交付申請書 

④ 平面図 

⑤電気系統図 

設置場所見取り図

高圧受電設備 
の仕様書 

分電盤の 
仕様書 

配線ルート図 

電力供給対応
に係る請求書 

②見積書 

⑥ 

 提出された書類の一回での通過率 

５．申請書類作成上の留意点 



書  類 不備・不記載が多い項目 

１．申請書 ・工事開始日・完了日 

２．見積もり書 ・費目の振り分けの不一致 

３．要部写真 ・写真アングル、貼付様式とも指定以外 

４．平面図 
  （見取り図兼用 可） 

・公道名、案内板位置、出入り口、レイアウト寸法の 
 記載なし 

５．系統図、分電盤 ・受電～負荷 全図、負荷内容の記載なし 

６．配線ルート 
  （平面図兼用 可） 

・配線距離、配線方法（埋設または架空）の記載なし 

提出された書類の問題点 

５．申請書類作成上の留意点 
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書類記入上の留意事項（工事関連） －工事日開始予定日について 

＊ 審査完了までのリードタイムを考慮し 
  交付決定日（申請日の翌月の末）    
  以降の着工＝設置工事開始を 
  ご計画ください。 
  例） 
  申請日  ： ９月１１日（センター着） 
  交付決定予定日： １０月末予定 
  工事開始予定日： １１月１日 
 
＊ 「特別措置」での電力契約の場合 
   上記に加え、見積もり取得のための 
   リードタイムもご考慮ください。 
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１．「見積書」 ：設置者（申請者等）⇔工事業者様  

２．「様式０４」 

補助対象設置項目工事に関する見積もり 
       ＞１．をベースに作成 

様式１： 6 ． 算定額を充電設備設置工事の補助金申請額へ記載 

書類記入上の留意事項（工事関連） －見積もり書類の提出について 

 設置工事の「見積書」と、その中から補助対象工事だけを抜き出し、センター指定の 
 「様式０４」に記載する「見積書」の２つの「見積書」をご提出いただきます。 



要改善事例  

Copyright Next Generation Vehicle Promotion 
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各工事ごとの名称、仕様、単価、
数量等詳細を明記し、材工を  
分離した見積書の提出をお願い 
しております。  

書類記入上の留意事項（工事関連） －見積もり書類の記入について 
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ご質問 回答 

●図面は申請の為に作図しなければならないのか？ ●既設の設備であれば、現存図面への追記での 
 申請で構いません。 
 ただし、作成者・日時等の記載が必要。 

●提出図面の留意点は？ 
 

●申請の手引き（ｐ１８）に沿った内容での作図       
 が必要。特に、案内板の位置、配線方法・ 
 長さの不記載が多く審査に支障あり。 

●案内板について、認められる要件を示してほしい ●公道から視認できる位置へ充電施設の存在を  
 示す案内版の設置が必要。 
 その他、誘導・利用方法等を案内する物への 
 補助も審査の上、承認。 
 企業のＰＲ等の記述部分は補助対象外。 

●補助対象でない課金機器への補助はあるのか？ 
●課金のための通信線等の工事への補助はある 
   か？ 

●機器・工事とも補助対象外。 
●高機能充電器として承認された機器に関して  
 は補助。 

●充電設備の屋根は補助対象となるか？ ●充電器の利便性・保護（メンテナンス等）を    
 考慮した面積を有する屋根を補助。 
●他用途目的の屋根は補助対象外。 

６. まとめ  Ｑ＆Ａなど 

よく頂くご質問（１） 
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ご質問の 回答 

●入札を伴う自治体の申請にはどの様な 
  点を注意すべきか？ 

●入札を終えて、落札後、業者の見積書とその見積書に基 
 づくセンター指定の見積書の提出が必要。 
 更に、必要な図面・仕様書を添えての申請が必要。 

●入札の前に申請することは可能か？ 
  可能な場合、特に必要な提出資料は 
  何か？ 
 

●可能。その際には 
①予算が確定していることを証するもの（予算計画書等）、 
②積算内訳書とこれを利用し作成するセンター仕様の見積 
  書「様式０４－２」、 
③他に通常申請時の設置場所の図面等をあわせ提出が必 
  要。 

●計画が変更になった場合はどうすれば、 
 良いか？ 

●交付決定前は、理由を添えて申請を取り下げ可。 
●交付決定後は、7日以内の申請取下げ、もしくは、工事前 
  に内容をセンターへ計画変更を連絡し、センターの承認を 
  得る必要がある。 
  ただし、計画変更により交付決定額が引き上がることはな 
  い。 

よくいただくご質問（２） 

６. まとめ  Ｑ＆Ａなど 
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経済産業省と国土交通省は、充電設備を新たに設置しようとする方が、検討すべき事項や注
意すべき事項について参考となる「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電
設備設置にあたってのガイドブック」を公表。 
当ガイドブックは、経済産業省および国土交通省のホームページからダウンロードできる。 

経済産業省ＨＰ：
http://www.meti.go.jp/policy/automobile/evphv/material/pdf/guidebook.pdf 
国土交通省ＨＰ： 
http:// www.mlit.go.jp/common/000233289.pdf 

１．「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電設備設置にあたってのガイドブック」 

チャデモ協議会は、電気自動車・充電設備の導入や充電サービスを検討する場合に役立つよう、手引書を作
成し２度の改訂を行っている。http://www.chademo.com/wp/pdf/japan/QCtebikiRev31.pdf 
 
今回は、次世代自動車充電インフラ整備促進事業を踏まえ、手引書全体の構成の見直し、チェックポイント表
などを別紙に加えたほか、以下の点に注力した内容となっているので参考にしてください。 
・ ３．急速充電器の導入と電力契約・・・電気料金に関する内容の追加 
・ ４．急速充電器の容量選定の考え方・・・事例も含め追加 
・ 8．2 火災予防条例・・・施行による表記の見直し 
・ 10．電気自動車に対する充電サービス事業等・・・課金に関する内容の追加 

２．電気自動車用急速充電器の設置・運用に関する手引書（チャデモ協議会編） 

参考） ガイドブック等 

６. まとめ  Ｑ＆Ａなど 



 申請書送付先 

〒１０５－０００１ 
東京都港区虎ノ門１－６－１２ 大手町建物虎ノ門ビル２Ｆ 
一般社団法人 次世代自動車振興センター 充電インフラ部 

 お問い合わせ先 

充電インフラ部 コールセンター 

電話：03-5501-4412（受付時間：平日のみ 9：00～17：00） 

Copyright Next Generation Vehicle Promotion Center ２０１３ All rights reserved. 28 

●将来の地球温暖化防止に向けたEV・ＰＨＶの普及のためには、 
  急速・普通充電器の設置促進が必要です。 
●充電器の補助がある この機会に、充電インフラの普及促進に 
 ご協力頂きたくお願い致します。 
 
  申請書の提出期限は、平成２７年２月２７日です。 

６. まとめ  Ｑ＆Ａなど 
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ご 清 聴 
 

有り難うございました 


